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｢生産者サービス｣の成長と

シアトル経済の構造変化
1980年代における ｢航空宇宙企業都市｣の変容

は じ め に

現代アメリカで急速に成長を遂げている都市

の一つに,太平洋岸北西地域のシアトルがある｡

第二次世界大戦後のシアトルは,別稿で分析し

たように,世界最大の航空宇宙企業ボーイング

社が都市形成に大きなインパクトを与えてきた

｢航空宇宙企業都市｣という性質を有しており,
都市経済の状態が同社の業績動向に大きく左右

されてきた1)｡しかし1990年代以降のシアトル

では,｢冷戦｣終結を受けたボーイング社のリ
ストラクチャリングの下でも成長を遂げるなど,

第二次世界大戦後はじめての事態が見られる2)｡

このような事実に注目すると,1990年代以降の

シアトルは,もはや単なる ｢航空宇宙企業都

市｣とは規定しえない新しい発展段階にあると
考えられる3)｡

｢冷戦｣後においてもシアトルが成長した理

由については,基幹企業であるボーイング社が

民間航空機部門を中核事業としていたために,

国防費削減の影響をそれほど受けなかったとす

1) 拙稿 ｢ボーイング社の資本蓄積と ｢航空宇宙企業都

市｣シアトルの形成｣『経済論叢』第167巻第1号,2001
年1月号,および ｢ボーイング社の地域内産業連関構造

の特質とシアトル経済｣『経済論叢』第167巻第5･6号,
2001年5･6月号参照｡

2) Markusen,A.,"BigFirms,LongArms,WideShoul-

ders:TheHub-and-SpokelndustrialDistrictinthe

SeattleReglOn,"RegionalStudies,Vo130,No.7,1995,
pp.658-659.

3) 第二次世界大戦後のアメリカ合衆国には,航空宇宙産

業など軍需関連産業を基幹産業とする地域 ｢ガンベル

ト｣が形成された｡シアトルの事例からは,1990年代以

降,このような戦後アメリカの地域経済構造が大きく変

化しつつあることがうかがえる｡

山 願 宏 之

る見解や,情報関連ハイテク産業が急速に成長

し,シアトル経済の成長を牽引しているとの見

解がある4)｡たしかにこれらの議論は,1990年

代の成長メカニズムの一側面を説明するものと

なっているが,しかし,近年のシアトル経済に

起きている構造変化を十分に解明するものとは

言えない｡なぜならば,シア トルではすでに

1980年代までにサービス業が急成長しており,

都市の経済構造に大きな変化が見られるからで

ある｡

そこで本稿では,サービス業の成長が ｢航空

宇宙企業都市｣シアトルにいかなる変化をもた

らしたのかを,同産業が急成長しはじめる1970

年代以降,なかでも1980年代を中心に検討して

いこう｡ このようにシアトルの ｢サービス経済

化｣の意味するところを分析課題とするのは,

上述のように,｢冷戦｣後のシアトルの構造変
化をさぐるために必要不可欠な基礎作業である

にもかかわらず,筆者の知る限りでは先行研究

がほとんど存在しないからである5)｡

従来,都市サービス業の分析視角として,

サービス業が資源産業や製造業から生じる域内

需要に依存して成長する波及産業であるとする

伝統的な捉え方があった6)｡しかし近年,都市

4) Markusen,A,Y:Sook Lee,andS.Digiovanna

(eds.),SecondTLerCities:RapidGrowthbeyondtheMetro-

polis,UniversityofMinnesotaPress,1999,pp.53-63

&pp.267-289
5) 同上文献で,マークセンらがサービスセクターの拡大

について簡単に触れているだけである｡

6) サービスセクターは ｢非生産的部門｣であり,地域種

済の発展をもたらすものではないとの見解が根強かった｡

サービス業と地域 ･都市経済の関連に関する内外の学説

については,石丸哲史が詳細にフォローしている (石/
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経済の新たな成長基盤としての ｢生産者サービ

ス｣の成長に注目する議論が登場している7)｡

なかでも都市内部の構造変化に注目するサスキ

ア･サッセンは,金融業,対事業所サービス業,

エンジニアリング ･経営サービス業,法律サー

ビス業,会員制組織のように企業活動に密接に

関達し,消費者ではなく財 ･サービスの ｢生産

者｣である他の事業所に専門的サービスを提供

する業種を ｢生産者サービス｣と規定し,｢生

産者サービス｣が1970年代以降大都市で急成長

し,域内製造業に依存しない新たな都市経済核

を形成していることを指摘している8)｡サッセ

ンの議論は,都市の ｢生産者サービス｣の成長

がかならずLも域内製造業に依存しないことを

指摘しており,現代都市におけるサービス業の

＼丸哲史 『サービス経済化と都市』大明堂,2000年,6-92

ページ)0

7) ｢生産者サービス (ProducerServices)｣に関しては,

消費者ではなく財 ･サービスの生産者である企業や事業

所を需要者とするサービスであることは共通見解になっ

ているものの,その定義や訳に関して定まった見解があ

るわけではない｡このため本論文では,比較的よくみら

れる ｢生産者サービス｣との訳に従っておく｡また多く

の論者はサービス業のみならず金融業も含めて ｢生産者

サービス｣とカテゴライズしているが,私はサービス業

と金融業については区別して議論すべきではないかと考

えている｡そのため,まだ発展させられるべき概念であ

るとの留保つきで,括弧を付けて用いている｡

なお ｢生産者サービス論｣の主要な論者 として,

Stanback,T.,W Beyer,T.Noyell,N.Marshall,P.
Danielsらの都市経済学者 ･経済地理学者が挙げられる

しかし,その多くがオフィス立地論や都市システム論の

領域に重点があり,都市内部の構造変化に関しては,移

出基盤の存在や都市労働市場の分極化を指摘するのみで

ある｡Beyer,W B,ServicesandMetropohtanDevelop-

ment:InternationalPerspective,Routledge,1991,Noyel-

le,T.,T.Stanback(eds.),TheEconomicTransformation
ofAmericanCities,Rowman& AllanheldPublishers,

1984.などを参照のこと｡

8) サスキア･サッセンは,経済地理学者の移出基盤論に

立脚しつつも,本論で述べたように,｢生産者サービス｣
の成長が都市経済にいかなる変化をもたらしているかを

最も明確に指摘している｡彼女は,とりわけ世界都市論

の枠組みのなかで,金融セクターの成長がその活動拠点

に巨大な ｢生産者サービス｣コンプレックスを形成し,

巨大トランスナショナル企業の本社機能とともに,世界

経済のコントロールセンターである世界都市の経済的内

実を形成していることに注目している｡Sassen,S,The

GlobalCities,PrlnCetOnUnlVerSltyPress,1990､pp.
90-167.

成長を分析する重要な視角を与えているといえ

るだろう｡ しかし彼女の関心は,ニューヨーク

などの世界都市にあるため,その議論はグロー

バル ･シティの ｢生産者サービス｣の分析に限

定されている｡そのため,一般的な大都市の

｢生産者サービス｣の存在形態についてはあま

り検討されておらず,サッセンの議論は,太平

洋岸北西地域の拠点都市であるシア トルの

｢サービス経済化｣を分析するツールとしては
不十分さも否めない｡

そこで本稿は,サッセンの ｢生産者サービス

論｣を手掛かりにしつつも,さらに踏み込んで,

シアトルのサービス業が域外 ･域内といかなる

地域産業連関を形成しているのかを定量的に明

らかにしていくことを重視したい｡また,サー

ビス業の拡大をもって,｢航空宇宙企業都市｣
の構造転換をすぐに結論づけることはできない｡

ボーイング社の事業活動が,シアトルのサービ

ス業の成長を促進することも考えられるからで

ある｡そのため,サービス業の成長の内実を検

討するとともに,ボーイング社のサービスの地

域内調達構造との関連を検証することも課題と

する｡

したがって,以下の叙述では,第Ⅰ節におい

て1970年代以降の ｢サービス経済化｣の実態を

概観し,続いて第Ⅱ節ではサービス業の動態を

より詳細に分析し,その成長がいかなる業種に

主導されているのかを明らかにしたうえで,

ボーイング社の地元からのサービス調達との関

連を検討する｡ そして第Ⅲ節においてシアトル

のサービス業の移出依存度,移出市場の空間的

分布,地域内に及ぼしている経済波及効果を定

量的に把握することを試みる｡以上の分析を通

じて,サービス業の成長が ｢航空宇宙企業都

市｣シアトルにいかなる変化をもたらしている

のかが明らかにされるであろう｡

なお,本稿の対象とする空間的範囲と使用す

る資料についてあらかじめ紹介しておこう｡本

稿が対象とするのは,アメリカセンサス局が

1980年 に設 定 した シア トル主 要都 市 圏

(PMSA)であり,以下では単にシアトルと表
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記する｡ また第 Ⅰ節,第 Ⅱ節では,County

BusinessPatternsお よび CensusofServiceIn-

dustriesというアメリカ商務省統計局のセンサ

スを,第Ⅲ節では,シア トルを中核とする中央

ビュージェット湾地域の経済界が1980年代中盤

に実施したヒアリング調査データを使用する9)｡

第Ⅲ節で用いる調査は,シアトルのサービス企

業の移出活動が包括的に把握できるデータを提

供しており,都市圏レベルで移出データが確認

しうる貴重な資料となっている｡ なおこの調査

には,雇用規模15人以上の全企業を対象として

いるものの,15人未満の企業については20分の

1抽出のサンプル調査であること,またサービ

ス業全業種を網羅していないという制約がある｡

しかし,データの得られた企業の雇用数の総計

がサービス業の総雇用の約四分の-を占めてい

ること,さらにサービス業のなかでも雇用数の

多い業種を補足 していることから,シアトルの

サービス業の移出傾向を読みとる上では十分な

サンプルであると考えられる10)｡

1 1970年代以降のシア トルの

｢サービス経済化｣

1 1970年代以前のシアトル経済の特徴

はじめに,1970年代以前のシアトルの産業別

9) CentralPugetSoundEconomicDevelopmentDIS-

trict,TheSerてノiceEconomy:EPortofSermcesZntheCen-

tralPugetSoundRegion,1985.お よび CentralPuget

SoundEconomicDevelopmentDistrict,TheSerm-ce

Economy:UnderstandmgGrowthofProducerSe7-てJicesin

theCentralPugetSoundRegwn,1986. これらの調査は,

地元経済界が本来のサービス業のほかに,輸送サービス

や金融 ･保険 ･不動産業を含む,広義のサービス業の企

業を対象にヒアリング方式で調査を行ったものであり,

本稿では公表データのうち本来のサービス業部分を使用

している｡

10) CountyBusmessPatternSによると,1984年のシア ト

ルのサービス業雇用は17万3,772人であり,この調査は

その26.2%を捕捉している｡また,第Ⅲ節の第6表,第

7表にあるように,企業関連サービスや医療サービス,

教育サービスといった雇用構成の大きな業種を補足して

いる｡なお,調査範囲になっているビュージェット湾中

央地域にはシアトル都市圏の他にタコマ市も含むが,調

査企業の9割がシアトル都市圏に立地しているため,こ

のデータはほほシアトル都市圏と一致すると見なすこと

ができる｡
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雇用構成を概観し,シアトル経済の基本的性格

を確認しておこう11)｡第1表によると,1960年

おいて雇用数の最も多い産業は製造業であり,

12万5,115人と総雇用の40%を占めていた｡雇

用数で続 くのは,小売業の5万1,937人であり,

以下サービス業の4万1,321人,卸売業の2万

9,193人,輸送 ･公共の2万1,816人となってい

る｡ 引き続いて1970年のデータを確認すると,

製造業雇用は13万7924人,指数で110.2と1960

年時点からあまり伸びていない｡しかし,表か

らは確認で きない ものの,1968年には15万

6,700人に達 しており,1970年時点の雇用数が

それほど増加 していないのは,1960年代末の

｢ボーイング破産｣にともなう雇用の急減が現

れた結果である12)｡このように,1960年代末の

急減を除けば製造業雇用は増加傾向にあるうえ

に,1970年時点の雇用数を基準に検討しても,

総雇用に占める製造業の比率は依然として30%

以上と,大きなウェイトを占めていることが確

認できる｡ また,シアトルは,世界最大の航空

宇宙企業ボーイング社の本拠地であったことか

ら,製造業雇用の過半を航空宇宙産業が占めて

いた13)｡このように雇用構成の概観からは,

1960年代までのシア トルは,製造業に大きな

ウェイトをおき,とりわけ航空宇宙産業を基幹

産業とする都市であることが読みとれるであ

ろう｡

2 1970年代以降のシアトルの ｢サービス経済化｣

しかし,上述のようなシアトルの産業別雇用

構成は,1970年代以降,大きく変化していく｡

第1表を引き続き検討し,1970年代以降のシア

トル経済の動向を見ていこう｡ まず,製造業雇

ll) 本稿のいくつかの表で使用 している CountyBusinesS

Patternsは,雇用数のみならず従業者規模 1-4人の事

業所階層の自営業者数も含んでいる｡厳密さを期すなら

ば,本来は従業者数と標記すべきであると考えるが,い

ままで日本で同データを使用している研究が ｢雇用数｣

としているため,本稿の以下の記述でもこれに従ってお

くことにする｡

12) sale,R.,SeattlePastto Present,University of
WashingtonPress,pp.232-238.

13) 前掲,拙稿参照｡
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第 1表 シアトルの事業所 ･雇用構成(1960年-1990年)

L 実 数 構 成 比 (%)事業所構成

産業 変化指数(前基準年を100とする)1960年 1970年 1980年 1990年 1960年 1970年 i980年 1990年 6

0-70 70-80282 387 603 1,111 1.3 1.5 1

.5 1.8 137.2 155.830 29 ll 57

0.1 0.1 0.0 0.1 96.7 37.92,260 2,396 4,062 6

,977 10.1 9.5 10.4 ll.2 106.0 169.5上805 1,871 2,621 3,811 8.1 7.4 6.7 6.2 103.7 14

0.1659 773 1,294 2,105 3.0 3.1 3.3 3.4 117.3

167.42,316 2,527 3,643 5,398 10.4 10.0 9.4 8.7

109.1 144.26,130 6,256 8,671 12,592 27.4 24.

8 22.3 20.3 102.1 138.62,154 2,745 4,300 6,095 9

.6 10.9 ll.1 9.8 127.4 156.66,040 7,905

ll,428 20,727 27.1 31.3 29.4 33.4 130.9 144.6652 357 2,235 3,189 2.9 1.4 5.7 5.1 54.8 6

26.122,328 25,246 38,908 62,062 100.0 100.0 100.0 100.0 113.1 154.1農業,林業,漁

業鉱 業建 設製 造 業輸 送･公 共卸 売 り小 売 り金融･証券･不動産サ ー ビ ス

そ の 他総 数雇用構成産業 実 数 構 成 比 (%) 変化指数(前基準年を100とする)1960年 1970年 1980年 1990年 1960年 1970年 1980年 1990年

60-70 70-80 80-90農業.林業.漁業 994 2,040 3,043 8,910 0.3 0

.5 0.5 0 . 9 205.2 149.2 292.8鉱 業 373 265 946 869 0.1 0.1 0.1

0.1 71.0 357.0 91.9建 設 17,852 25,352 46,531 67,130 5.7 5.

9 6.9 6.8 142.0 183.5 144.3製 造 業 125,115 137,924 178,665

227,281 40.3 31.9 26.5 23.1 110.2 129.5 127.2輸 送.公 共 2工816 35,3

37 50,698 67,938 7.0 8.1 7.5 6.9 162.0 143.5 134.0卸 売 り 29,193

35,039 51,085 74,029 9.4 8.1 7.6 7.6 120.0 145.8 144.9小 売 り 51,937 81,376 133,635 186,506 16.7 18.8 19.8 18.9 156

.7 164.2 139.6金融.証券.不動産 19,741 35,353 57,401 79,584 6.4 8.1 8.5 8.1 179.1 162.4 138.6

サ ー ビ ス 41,321 78,679 147,544 268,751 13.3 18.2 21.9 27.3 190.4 187.5 182.

1そ の 他 2,400 1,495 5,521 3,442 0.8 0.3 0.7 0.3 6

2.3 369.3 62.3総 数 310,742 432,860 675,069 984,440 100.0 100.0 100.0 100.0 139.3 156.0

145.8荏 :｢農業･林業･漁業｣は農業労

働者を含まない｡出所 :U.SDeptofCommerce,BureauofTheCensus,CountyBusinessPatte

rns,annually用の推移に注目すると,

1970年代,1980年代 ともに指数で 129.5,127.2と,20%以上増加

しているものの,同時期のシア トルの総雇用の変

化指数 156.0,145.8を下回っているこ

とが確認できる｡ その結果,1980年 と1

990年には製造業雇用がシア トルの総雇用に占め

る比率はいずれも20%台に低下 してお り,

1970年以前のような航空宇宙産業の基幹性はしだ

いに弱まっていることがうかがえる｡このような製造業 ･航空宇宙産業の動向は主にボーイング社の経営戟略

によってもたらされていると考えられる｡1970年代にボーイング社 は,民間航空機市場の急激な縮小を受けて大規

模なリス トラクチャリングを行い

,それまでの拡大路線 を大 きく転換 した14)｡ また,同社は1980年代には再び事

業の拡大路線をとったものの,機械化 ･自動化を主とした生産システムの省力化を推 し進めたため
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見られたアメリカ北東部や中西部の大都市とは

異なり,シアトルの製造業は1970年代,1980年

代においても依然として成長しているものの,

航空宇宙産業が雇用数を大幅に増加させること

がなかったこと,さらに製造業以外の業種の雇

用の伸びが著しかったことから,製造業がシア

トル経済にしめる直接的なウェイトは次第に低

下しているのである｡

製造業以外の業種の動向に注目すると,金

融 ･保険 ･不動産業は1970年代,1980年代とも

に指数でみて162.4,138.6と30%以上成長し

ているものの,構成比は全体の8%程度にどと

まっており,1980年代のニューヨークなどで見

られるような金融セクターの急拡大や都市経済

における重要性の高まりは見られない｡これは,

シアトルが太平洋岸北西地域の地域金融センター

であり,｢世界都市｣に見 られるようなグロー
バルな金融活動の拠点となっていなかったため

である16)｡ また,卸売業,小売業や建設業も指

数でみると160を超える成長を見せている時期

もあるが,シアトルの総雇用に占める構成比で

は大幅な拡大が見られず,シアトル経済に顕著

な構造変化をもたらしているとは考えられない｡

以上の業種の動向に対して,シアトル経済に

大きなインパクトを与えていると考えられるの

は,サービス業の成長である｡1970年代以降の

サービス業雇用は他の業種の伸びをはるかに上

回って増加しており,1980年には14万7,544人,

1990年には26万8,751人に増加 している｡変化

指数に注目すると,1970年代には187.5,1980

年代には182.1と,雇用数が極めて少なく変動

幅の大きくなっている農林漁業,鉱業をのぞく

他の主要業種よりもかなり高い値を示している

ことが確認できる｡ また,構成比でみても,

1970年には総雇用の18.2%を占めていたが,

＼ン生産方式の導入をはじめとする生産性向上の試みを本

格的に行うにいたったのは,エアバス社との競争が激化

した1990年代後半に入ってからである｡1990年代のボー

イング社のリストラクチャリングとそのシアトル経済-

の影響については,別稿にて検討する予定である｡

16) EconomlCDevelopmentCouncilofSeattleandKlng

County,FoundationfortheFuture1993,AppendlXA.
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1980年には21.9%,1990年には27.3%とシアト

ルの総雇用の四分の-以上に達しているのであ

る｡このように,サービス業は,1980年代には

製造業を追い抜き,シアトル最大のセクターと

なっていることが読みとれる｡

上述のように1970年代以降のシアトル経済の

変化を概観すると,製造業やその他の産業の成

長を上回る ｢サービス経済化｣の様相が見て取

れる｡

筆者は別稿で,ボーイング社の経済的波及効

果がサービス業にも及び,多くの間接雇用を創

出していること,さらに1980年代にはその波及

効果が拡大していることを指摘した17)｡では以

上で検討 したサービス業雇用の拡大は,単に

ボーイング社の間接雇用の拡大が現れたもので,

｢航空宇宙企業都市｣の形態変化を意味するに

すぎないのであろうか｡この点を検討するため,

次節では,業種レベルにまでおりてサービス業

の成長の内実を分析 し,さらにボーイング社が

その成長にどれほど関わっているのかについて

も見ていくことにしよう｡ なお,冒頭でふれた

｢生産者サービス｣論では金融業もふくめて考

察しているが,前述のようにシアトルでは金融

業の顕著な拡大は見られない｡このため,以下

では本来のサービス業に限定して考察を進める

ことにする｡

ⅠⅠ シア トルのサービス業の成長と

ボーイング社

1 シアトルのサービス業の動態

ここでは,1970年以降のシアトルのサービス

業の動態を,雇用構成と収入額構成の分析を通

じて把握する｡ その際,とくにサービス業のな

かで ｢生産者サービス｣に相当する企業関連

サービスの動向に注目する18)｡第2表によると,

1970年代以降のサービス業で最も雇用数の多い

業種は医療サービスであ り,1970年 に 2万

2,562人,1980年には4万1,371人,1990年には

17) 前掲,拙稿参照｡

18) 企業関連サービスは事業所 (関連)サービスと呼ばれ

ることもある｡



82 調査と研究 第24号 (2002.4)

第2表 シア トルのサービス業の動向 (1970年-1990年)

業 種 事 業 所 数実 数 構 成 比 (%) 変化指数(前基準年を100と

する)1970年 1980年 1990年 1970年 1980年 1990年 70-80

80-90 70-90対事業所サービス 855 1,657 3,366 10.6 14.4 16.

3 193.8 203.1 393.7法律サービス 451 727 1,299 5.

6 6.3 6.3 161.2 178.7 288.0会員制組織 945 986

1,735 ll.7 8.6 8.4 104.3 176.0 183.6エンジニアリング.経営サービス 57

4 1,003 2,570 7.1 8.7 12.5 174.7 256.2 447.7企業関連サービス計 2,825 4,373 8,970 35.0 38.0 43.5 154.8 205.1 3

17.5医療サービス 1,980 3,069 4,197 24.5 26.6 2

0.4 155.0 136.8 212.0教育サービス 268 201 4
46 3.3 1.7 2.2 75.0 221.9 166.4ホテル 327 249 375

4.1 2.2 1.8 76.1 150.6 114.7対人サービス 1,004 1,266

1,693 12.4 ll.0 8.2 126.1 133.7 168.6自動車修理.サービス.駐車 586 787 1,583 7.3 6.8 7.7

134.3 201.1 270.1その他修理 314 443 632

3.9 3.9 3.1 141.1 142.7 201.3映画 81 96 328 1.0 0.8 1.6 118.5 341.7

404.9娯楽 334 367 727 4.1 3.2 3.5 109.9

198.1 217.7社会サービス - 518 1,328 0.0 4.5 6.4 - 256.4

-美術館 .博物館 .動物園 - 8 20 - 0.1 0.1 - 250.0 -その他サービス 357 139 299 4.4 1.2 1.5 38.9 215

.1 83.8非企業関連サービス計 5,251 7,143 ll,628 65.0 62.0

56.5 136.0 162.8 221.4サービス計 8,076 ll,516 20,598 100.0

100.0 100.0 142.6 178.9 255.1業 種 雇 用 数実 数 構 成 比

(%) 変化指数(前基準年を100とする)1970年 1980年 1990年 1970年 1

980年 1990年 70-80 80-90 70-90対事業所サービス 12,452 30,718 50,518

15.5 20.8 18.8 246.7 164.5 405.7法律サービス 1,881 5,022 ll,

354 2.3 3.4 4.3 267.0 226.1 603.6会員制組織 8,977 9,679

17,167 ll.2 6.6 6.4 107.8 177.4 191.2エンジニアリング.経営サービス 6,196 12,215 28,063 7.7 8.3 10.4 197.1

229.7 452.9企業関連サービス計 29,506 57,634 107,102 36.7

39.1 39.9 195.3 185.8 363.0医療サービス 22,562 41,371 73,28

2 28.2 28.0 27.3 183.4 177.1 324.8教育サービス 4,030 5,547 10,023 5.0 3.8 3.7 137.6 180.7 248.

7ホテル 4,973 7,428 13,102 6.2 5.0 4.9 149.4 176.4

263.5対人サービス 6,736 7,971 ll,842 8.4 5

.4 4.4 118.3 148.6 175.8自動車修理.サービス.駐車 3,198 5,349 9,678 4.0 3.6 3.

6 167.3 180.9 302.6その他修理 1,808 3,105 4,455 2.3 2.1 1.7

171.7 143.5 246.4映画 1,169 1,832 3,077 1.5 1.2 1.1 156.7 168.0 263.2

娯楽 4,6431,495 8,091 12,564 5.8 5.5 4.7 174.3 155.3 270.6
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7万3,282人を雇用 している｡ 表からは,1970

年代,1980年代ともにその雇用数が高い伸びを

見せていること,総雇用に占める比率も一貫し

て27%以上と,サービス業雇用の四分の-以上

を占めており,同産業がシアトルのサービス業

の主要業種となっていることが確認できる｡ 続

いて雇用数が多いのは,対事業所サービスであ

る｡ この業種は1970年時点で 1万2,452人,

1980年時点で3万781人,1990年時点では5万

518人を雇用 してお り,変化指数を見ると1970

年代は246.7,1980年代にもサービス業平均の

182.1を若干下回っているものの,164.5と高

成長を見せている｡ また総雇用に占める比率も,

1980年に20.8%,1990年には若干低下している

ものの18.8%とサービス業全体の20%近くを雇

用していることが確認できる｡ 対事業所サービ

ス業に続 くのが,エンジニアリング ･経営サー

ビスであり,1970年6,196人,1980年 1万2,215

人,1990年には2万8,063人に雇用を増加させ

ている｡ このほかの業種では,会員制組織,演

律サービス,教育サービス,社会サービスがそ

れぞれ大きく雇用数を増加させていることが確

認できる｡

以上で確認した業種のうち,表の上の欄に記

載している企業関連サービスの動向について見

ると,雇用の変化指数が1970年代には195.3,

1980年代には185.8と平均を上回る増加を見せ

てお り,1970年にはサービス業雇用の36.7%

を占めていたが,1990年 には39.9%とウェイ

トを増していることが確認できる｡ 表の下欄の

非企業関連サービスについてみると,各業種と

も雇用を増加させているものの,社会サービス

以外には構成比を大きく増加させている業種が

存在 しないことから,全体に占める比率を若干

低下させている｡

続いてサービス業センサスの ｢収入額｣デー

タにも注目して,各業種の動向を検討する19)｡

19) アメリカのサービス業センサスは,しばしば集計範囲

の組み替えや新たな業種の集計があり,データの連続性

が確定しづらいため,本稿では1982年の集計項目に統一

して表を作成している｡本来は事業数,雇用数ともに

サービス業センサスを元に検討すべきであるが,1970/
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第3表によると,各業種の収入とも増加 してい

るが,なかでも収入が最も多い業種は対事業所

サービスで,1972年時点で2億2,462万 ドル,

1992年には34億5,662万 ドルに増加 しており,

サービス業全体の23%から30%を占めている｡

続いて医療サービスが,1982年に9億1,919万

ドル,1992年に25億7,474万 ドルと全体の20%

程度を占めており,エンジニアリング ･会計 ･

調査 ･経営サービスが1972年に8,140万 ドル,

1992年に22億7,437万 ドルでサービス業総収入

の11%から17%を占め,これに続 く｡ また,法

律サービスが急速に成長していることも読み取

れる｡ 最後に,表上欄の企業関連サービス業全

体を見ると,新 しく医療サービスがセンサスに

計上されたため,1982年には47.3%と全体の半

分以下になっているが,そのほかの年度につい

ては1972年から1992年まで一貫して総収入の過

半を占めており,急成長を遂げてきたシアトル

サービス業の中核を形成していることが確認で

きる｡

.以上の雇用構成 ･収入額構成の検討からは,

医療サービス,教育サービスや社会サービスと

いった一部の非企業関連サービス業の成長も著

しいものの,企業関連サービス業が大きく成長

しており,シアトルのサービス業の中で,一貫

して中核的な地位を占めてきたことが確認され

るであろう｡

2 ボーイング社のサービス購入･経済的波及効果

とシアトルのサービス業

さらに,上記のようなシアトルのサービス業

の成長に,ボーイング社がどのような影響を及

ぼしてきたのかを検討していこう｡ その際,直

接的影響に相当するボーイング社の地元からの

サービス購入と,間接的影響に相当する被雇用

労働者の消費支出を通じて創出される間接雇用

に注目しよう20)｡

＼年代のサービス業センサスでは集計されていない項目が

多いことから,第 2表では連続性の保証されている

CountyBusinessPatternsのデータを使用している0

20) 第4表および第5表では,ボーイング社と地元経済と

の関連を,州単位のデータで示している｡これは,/
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第3表 シアトルのサービス産業

業 種 実 数(万ドル)
1972年 1977年 1982年 1

987年対事業所サービス 22,462.1 43,818.4 93,997.7

199,929.6法律サービス 7,919.4 17,238.3 37,7

98.7 70,287.0エンジニアリング,会計,調査,経営サービス 8,140.1 22,022.6

58,955.1 128,739.8企業関連サービス業 38,521.6 83,079

.3 190,751.5 398,956.4医療サービス 5,894.3 12,178.2 91,919.2 144,8

12.1教育サービス 3,421.8 7,84

0.1ホテル,宿泊施設 23,113.8 37,405.3対人サービ

ス 8,168.4 14,286.2 20,928.2 29,614.5自動車修理 .駐車サービス 9,349.0 19,868.7 28,984.1 55,5

74.4その他修理 3,454.8 10,248.4 15,797.1

21,569.9芸術 .娯楽 8,156.3 17,231.9 24,100.

5 44,742.0社会サービス 4,271.3 8,335.5その他サービス

4,093.2非企業関連サービス業計 35,022.8 73,713

.4 212,736.0 353,987.0総 数 7

3,546.4 156,792.7 403,287.5 753,143.4荏:-は集計されていないか,集計されていないため計算不能｡出所 :U.SDept.ofCommerce,BureauofTheCensus,CensusofServiceIndustries,annually

第 4表 による と,1989年時点でのボーイング社のサー ビス購入額 は 5億1,970万 ドルであ り,

うちワシ ン トン州 内か ら3億4,640万 ドル と全

体の66.7%を購入 している21)｡ これに対 し

,同年の ワシン トン州 のサー ビス業生産額 は1

25億3,000万 ドルであ り, ボーイ ング社 のサー ビス

購 入額 はその うちわずか2.8%を占めているに過 ぎない

｡ さらに,同社のサービスの主 な購入＼元データとして州

の地域産業連関表を使用していること,また,それより

も詳細な都市圏レベルのデータが存在しないという資料

の制約があるためである｡しかし,シアトル主要都市圏

がワシントン州の事業所･雇用総数の約半分を占めてい

ることから,以上のデータはおおむねシアトル都市圏と

の関連を示すものと読み替えても差し支えないと考えら

れる｡なお,第4表の ｢ボーイング社のサービス購入｣

の項目は,元データで示されている広義のサービスでは

なく,本来のサービス業に相当する部分のみに限定して

示している｡さらに本稿では,一般的にいわれる

企業のアウトソーシングにより創出される雇用のほかに,

被雇用労働者の消費支出を通じて生み出される雇用も含

めて,間接雇用としてとらえている｡21) 前掲,拙稿参照

｡ボーイング社は極めて広い空間的範囲から部品を購入しており,地元からの資材購入比率は

10%以下と低かった｡これに対して,第4表にあ

るように,サービス購入は比較的地元密接型である｡ 先 である と考 えられる企業関連サービスに限定

してみて も,第 3表の企業関連サービスの1987

年 販 売 額 を1982年 ドル価 値 に換 算 した33

億8,902万 ドル の うち, 10%程 度 に し

か な らない22)｡ この ように,ボーイング社

のサー ビス購入は比較的地元密接型であるものの,絶

対額が小 さいため,地元サービス業の成長 にはそ

れほど寄与 していない と考 え られるのである｡

そ こで第 5表 をみると,1989年のボーイ

ング社の間接雇用総数が約29万人に達 してい

るが, この うち約 8割 は被雇用労働者の支払賃金 を

通 じて生み出 されていると推計 されてお り,同社の経済的波及

効果 は,主 に消費関連分野でみ られる と考 えられる23)

｡以上のデー タの検討か らは,第22) 本来は1989年デー
タで比較検討すべきであるが,同年にはサービス業センサスが実

施されていないため,最も近い1987年データで検討して
いる｡また第4表のデータが1982年ドル価値

であるため,ここでは1987年の企業関連サービス販売額を,消費者物価指数を用いて1982年ドル価値に

デフレート換算して比較検討している｡23) Pascall,G.,DPedersen,RConway,TheBoeing
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の収入額の推移(1972年-1992年)
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構 成 比 (%) 変化指数 (前基準年を100とする

)1992年 1972年 1977年 1982年 1987年 1992年 72-77 77-82 8

2-87 87-92345,662.2 30.5 28.0 23.3 26.5 26.7 195.1

214.5 212.7 172.9114,544.7 10.8 ll.0 9.4 9.3

8.8 217.7 219.3 186.0 163.0227,436.8 ll.1 14.0 14.

6 17.2 17.6 270.5 267.7 218.4 176.7687,643.7 52.4 53.0 47.3 53.0 53.1 215.7 229.6 209.1 172.4

257,473.9 8.0 7.8 22.8 19.2 19.9 189.8 157.5 177.813,768.8 0.8 1.0 1.1 206.6 229.1 175.662,482.8 5.7 5.0

4.8 161.8 167.044,895.3 ll.1 9.0 5.2 3.9 3.

5 174.9 146.5 141.5 151.685,548.4 12.7 12.7

7.2 7.4 6.6 212.5 145.9 191.7 153.934,631.3 4.

7 6.5 3.9 2.9 2.7 296.6 154.1 136.5 160.678,080.3

ll.1 ll.0 6.0 5.9 6.0 211.3 139.9 185.6 174.518,

583.912,739.2 1.1 1.20.5 1.31.0 195.2 222.9311.2608,203.9 47.6 47.0 52.7 47.0 46.9 210.5 288.6 166.4 171.8

1,295,847.6 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 213.2 257.2 186

.8 172.1Ⅱ節第1項で確認された

急成長業種のうち,医療サービス,教育サービ

ス,社会サービスについてはボーイング社

が成長に影響を与えてきたことが推測される｡

しかし企業関連サービス業は,同社の直接のサ

ービス購入額が限られていることと,ボーイ

ング社の被雇用労働者の消費支出とは関連のな

い業種であることから,同社の経済波及効果と

はそれほど関係なく,成長を遂げてきたと考えら

れるのである24)｡それでは,企業関連サ

ービスは,何に依拠して成長しているのであろ

うか｡次節ではさらに分析を進めて,サービス業各業種,

とりわけ｢生産

者サービス｣の移出構造を検討していくことにしよう｡ この

ような分析視角により,上記の業種の成長が域内需要に依存しているのか

,あるいは移出産業としてボーイング社に

依存しない都市経済の新たな成長基盤を形成している＼入,支払い賃金により生み出される雇用をすべて含め

たものである｡24) ボーイング社の間接雇

用の存在形態の詳細な分析については,前掲,拙稿を参照｡ 第4表 ボーイング社のサービス調達 とワシ

ン トン州経済(1989年)(単位 :

%,100万 ドル)ボーイング社のサービス購入総額

a 519.7うちワシントン州内からの購入 b

346.4ボーイング社の州内調達率(%)(b/a) C 66.7ワシントン州のサー

ビス業生産額 d 12,530.0ボーイング社の調達に依存する比率(%)(b/d) e

2.8注 :元データが1982年ドル価値で計算されているため,表に記載のデータも1982年ドル
価値に統一している｡出所 :G.Pascall,D Pederson,R Conw

ay,TheBoelngCompanyEconomicImpactStudy,p,24.USDept.
ofCommerce,SurveyofCurrentBusin

ess,Decem-ber1991,p58をもとに筆者作成｡第5表 ワシントン州における
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のかを,より明確にとらえることが出来るから

である｡

ⅠⅠⅠ シア トルのサービス業の移出構造と

地域内経済波及効果

1 サービス業各業種の域内･域外販売比率

まずは第6表により,シアトルのサービス業

が,その収入をワシントン州外からどれだけ得

ているのかを,業種別に検討してみよう25)｡同

表によると,専門的村事業所サービスが56.8%,

設計 ･エンジニアリングが38.4%と高い州外販

売比率を示しており,州外からの収入に依存す

る傾向が強いことが確認できる26)｡他の業種に

ついても確認すると,法律 ･会計は州外販売比

率19.6%,種々の (非専門的)村事業所サービ

ス業も7.4%と州外販売比率は低くなっており,

収入の大部分を州内需要者から得ていることが

確認できる｡ このように,｢生産者サービス｣
内でも,州外需要に依存する傾向の強い業種,

傾向の弱い業種という差異がみられる｡ さらに,

医療 ･教育については,州外販売比率3.9%と,

州内需要に収入のほとんどを依存していること

が確認できる｡

第6表からは確認できないシアトル域内 ･域

外の収入比率と,さらに詳細な業種別の内訳を

確認するため,第7表を検討しよう｡ 表のデー

タで地域外販売比率が最も高くなっているのは,

研究所の84.9%である｡ この業種は,その他ワ

シントン州内2.8%,アメリカ国内67.0%,国

外15.1%と,収入の80%以上を域外から得てお

り,極めて移出傾向が強いことが読みとれる｡

これは,シアトルの民間研究所が,ICOS社や
Microprobe社など,ワシントン大学からスピ

ンオフしたバイオテクノロジー関連企業を中核

25) ここで検討する域外からの収入,つまりサービス移出

は定義が難しいが,本稿では使用している資料の定義に

従って,域外に居住している顧客からの収入とする｡

26) 対事業所サービス業は,ソフトウェア産業,広告業,

経営 ･エンジニアリング業,会計 ･簿記のような高度専

門的知識を要する専門的業種と,リース業やビル ･メン

テナンス業などの定型業務を主とする非専門的業種に大

別される｡

第6表 業種別に見たサービス業各業種の
州外販売比率

標準産業中分類 業種 比率(%

)対事業所サービス 専門型対事業所サービス

56.8経営 .エンジニアリング 設計 .エンジニアリン

グ 38.4法律サービス/経営.エンジニアリング 法

律 .会計 19.6対事業所サービス 種々の

対事業所サービス 7.4医療サービス/教育

サービス 医療 .教育 3.9注 :表のデータは,各企業の報告した州外販売比率を,

雇用数を基準に案分した数値である｡出所 :CentralPugetSoundEc

onomicDevelopmentDistrlCt,TheSerm'ceEconomyUn

滋rstandz'ngGrowthofProducerSerm'cesm TheCentralPugetSoundRe-

gw

n,1986,p.123･として

,世界的にもトップレベルの研究活動を行って

おり,アメリカ国内の広域,あるいはグローバルに

販売先を有しているためである27)｡続いて

地域外販売比率の高いのは,その他サービス業であり

,城外販売比60.2%となっている｡｢その

他サービス業｣がどの業種をあらわしているか

は,調査票からは明確に確認できない｡しかし

この調査が ｢生産者サービス｣や医療 ･教育とい

った表に記載されている以外の業種で,元デー

タが移出依存度の高い企業を補足しているもの

であることを考慮すると,ホテル業などの域外

需要依存度の強い観光業に関連する業種を指してい

ると思われる28)｡これに,経営 ･広報が54.

6%で続き,設計 ･エンジニアリングは域外販売比

53.8%となっている｡ これらの業種は,経

営コンサルティング,広報活動や設計 ･工学関

連サービスなど顧客の需要にカスタマイ27) EconomicDevelopmentCouncilo

fSeattleandKingCounty,FoundatwnfortheFuture1995,Vol.

2,Appen-dixA.28) CentralPugetSoundEconoml

CDevelopmentDis-trict,op.cit.,1985,pp.

62-65 なおシア トルの観光関連産業については,DeanRunyanAsso

ciates,WashingtonState1991TravelImpactbyCounty,Rem'ced,No
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第7表 シアトルのサービス業各業種の収入先(域内･域外 ･州外･国外)
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標準産業中分類 業 種 収 入

先地域内 地域外計 その他ワシントン州 州外計 その他アメリ

カ国内 国外経営 .エンジニアリング経営.エンジニアリング 研究所 15.1 84.9 2.8 8

2.1 67.0 15.1その他サービス 39.8 60.2

19.5 40.7 37.9 2.8経営 .広報 45.4

54.6 ll.3 43.3 40.1 3.2経営 .エンジニアリング 設計 .エンジニアリ

ング 46.2 53.8 15.4 38.4 34.3 4.1対事業所サービス コンピュータ.プロ
グラミング.サービス 47.1 52.9 5.2 47.7 41.4 6

.3村事業所サービス リース業 56.6 43.4 20.3 23.1 20.3

2.8対事業所サービス その他対事業所サービス 57.5 42.5 ll.

7 30.8 27.0 3.8法律サービス 法律サービス 57.5

42.5 13.0 29.5 24.4 5.1対事業所サービス 広告 64.

2 35.8 24.2 ll.6 ll.5 0.1経営.エンジニアリング

会計 .簿記 76.3 23.7 10.5 i13.2 12.4 0.8荏 :表のデータは,各企業の報告した州外販売比率を,雇用数を基準に案分した数値である｡出所 :CentralPugetSoundEconomicDevelopmentDistrict,TheSerm'ceEconomyE碑OrtofSerm'cesinThe

CentralPugetSoundRegion,1985,p.64.

ズされた専門的な企業支援サービスを生産 ･販

売するので,城外収入が多 くなっていると考え

られる｡ シアトルの経営コンサルティング業や

設計 ･エンジニアリング業は雇用規模が小さい

事業所が多 く,その実態は明確に確認できない

ちのの,後述するようにシアトルや中央ビュージェ

ト湾地域にとどまらず,アラスカやオレゴンなどア

メリカ太平洋岸北西部地域の企業に専門サービ

スを供給することで成長してきたことが知られ

ている29)｡次に,コンピューター ･プログ

ラミングの城内販売比が52.9%となっているが,

この業種も高度な専門的技能を要するソフトウ

ェア製品を生産することから,販売の広域性が

見られる｡ コンピューター ･プログラミングは,1

980年代後半には約 1万人を雇用 してお り,

シアトルの村事業所サービス業の主要業種 となっている｡ シア トルにおいてソフトウェア産業が成長を遂げた

基盤には,1970年のボーイング社のソフトウェア開発部門の設立が契機29) Washingt
onState°ept.ofCommunity,TradeandEconomlCDevelopment,"Englneerlng,Ac

countlng,Research,Management&RelatedServ

ices,"IndustriesAnalysLS,1997,pp1-9 となり,

ソフトウェア技術者の地域労働市場が形成さ

れ,関連企業が集積 したことがある30)｡さらに1979年のマイクロソフト社のシア トル移

転以後は,ソフトウェア産業の世界的拠点の一

つとして急成長を遂げるにいたった31

)｡以上で検討 した業種については,域外

から得ている収入が過半をしめているうえに,

その他アメリカ国内 ･海外の比率も高 く,広域に

サービスを販売 していることが特徴である｡

上記業種の他, リース業,その他対事業所サ

ービス業,法律サービス業の域外販売比率は40%台前半と

比較的少なくなってお り,域外収入もワシントン州内が多

く,州外販売比率は少なくなっている｡さらに,広告業と

会計 ･簿記30) シアトルのソフトウェア産業が発展した

のは,本文で触れたようにボーイング社のソフトウェア

開発部門がソフトウェア技術者の地域労働市場を形成したこと

と,シアトルがエメラルド･シティとも呼ばれる良好な

｢生活の質｣を誇る都市であり,ハイテク部門の専門職労

働者に居住地として好まれ

たためである｡なお,1990年代にはマイクロソフト社を筆頭とするソフトウェア産業は移出傾向を

一層強め,販売額の90%以上を域外から得る巨大移出産業となっている｡31) WashlngtOnState°ept.ofCommunity,Trade
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は域内販売比が6割強から7割を超え,城外で

も州内からの収入がほとんどを占めており,域

内 ･州内需要に収入のほとんどを依存している

ことが確認できる｡ リース業やその他対事業所

サービスについては,生産 ･販売するサービス

の専門性が低いこと,広告業については,地域

内広告をメインにしており,地元密接性が強い

こと,法律サービスや会計 ･簿記については,

州ごとに法体系が異なっているというアメリカ

の特殊事情から,州内 ･域内からの収入が大部

分を占めていると考えられる32)｡

さて,以上のデータの検討から,会計 ･簿記,

広告については域内需要に対する依存性が強い

という相違も見られるが,専門的対事業所サー

ビス,設計 ･エンジニアリングについては,お

おむね域外からの収入に強く依存する傾向が読

みとれる33)｡これとは対照的に,非専門的対事

業所サービス,医療 ･教育サービス,法律サー

ビスについては,域内需要に依存する傾向が強

いことが確認できる｡ このように,第Ⅱ節で確

認した急成長業種すべてが活発な移出活動を

行っているわけではなく,とりわけ ｢生産者

サービス｣に含まれない医療サービス,教育

サービスは州内需要に収入のほとんどを依存し

ている｡ しかし以上の分析からは,専門的対事

業所サービスや設計 ･エンジニアリングといっ

た ｢生産者サービス｣の中核部分が,域外から

の収入を得て成長する移出産業となっていると

評価することができるであろう｡

2 サービス企業の主要移出市場

上記のようなサービス企業の州外への移出先

は,どのような空間的範囲にひろがっているの

であろうか｡第8表によると,シアトルのサー

32) CentralPugetSoundEconomicDevelopmentDis-

trlCt,TheSerモ/iceEconomy:UnderstandingGrowthofPro-

ducerservicesintheCentralPugetSoundRegion,1986,

pp.122-123.

33) 第 6表の設計 ･エンジニアリングの州外移出比率が専

門的対事業所サービスより低くなっているのは,内部に

このような移出比率の低い業種が含まれているためであ

ると考えられる｡

第24号 (2002.4)

第8表 シアトルのサービス業企業の
主要移出市場

州 .国 比率(%

)ア アラスカ

15.1オレゴン

13.7カリフォルニア 13.1

アイダホ 7.9

メ モンタナ 4.1

リ ニューヨー ク 3.

6カ ワシントン

D.C 3.1国 テキサス 2.

7内 イリノ
イ 1.9コロラド 1

.8ハワイ

1.7その他アメリカ国内 13.

3港 カナダ 5.8ヨーロ

ッパ 3.4外 日本 2.4その他海

外 6.4総 計 100.0

注 :ヒアリング企業がもっとも主要な移出先であると回答した州 ･外国の累計数から計算｡

出所 :CentralPugetSoundEconomicDevelopment

District,op.cit.,1985,p.67のデータをもとに作成｡

ビス企業の主要移出市場の第一位はアラスカであり,

全体の15.1%を占めている｡ 以下,オレゴンが13.7%,カリフォルニアが13.1%,ア

イダホが7.9%で続いている｡このように,

シアトルのサービス企業の主要な移出先は太平

洋岸北西地域の諸州であり,同地域だけで全体

の3割強を占めている｡ また表からは,同地域

のほかにカリフォルニアを含めた太平洋岸地域

からアイダホ,モンタナといった西部地域に

移出先が集中していることも確認できる｡ これ

に対して東部の主要な経済活動の拠点であるニューヨ

ークやワシントンD.Cについては,それぞれ3.6%,3.1%とそれほど大きなウェイトを

占めていない｡海外については,カナダが5.

8%を占めアメリカ東部以上に主要な移出先となっ

ているが,これはシアトルがカナダのバンクーバーと空間的に近いためであると考えられる34)｡34) Knox,P.,andP.Taylor,WorldCltleSmaWorldSys-

tem,CambrldgeUniv.Press,



｢生産者サービス｣の成長とシアトル経済の構造変化

このほかには, ヨーロッパ, 日本が3.4%,

2.4%で続いている｡

以上のデータからは,1980年代中盤時点では,

シアトルの移出サービス企業が太平洋岸北西部

から西部地域,カナダを主要な市場圏としてい

ることが確認できる｡ このようにシアトルの

｢生産者サービス｣の中核部分は,アメリカ太

平洋岸北西部から西部にかけての地域-の移出

によって急成長を遂げてきたと考えられるので

ある｡ なお,シアトルのサービス企業が太平洋

岸北西地域を主な移出市場としてきたのは,シ

ア トルが同地域最大の都市であり,生産 ･物

流 ･情報発信の拠点であったことから,同地域

の多くの企業が,必要とする専門的サービスを

シアトルの ｢生産者サービス｣に求めてきたた

めであると考えられる35)｡

3 サービス業の域内経済波及効果

シアトルのサービス業の域外との関連を検討

したので,反対に,サービス業,とりわけ ｢生

産者サービス｣が地域内でいかなる取引構造を

有しているのか,地域内に及ぼす経済波及効果

はどのようなものかも検討しておこう｡ 第9表

によると,サービス企業の域内における取引先

の第一位は他のサービス企業となっており,全

体の36%を占めている36)｡これに対して,製造

莱,家計部門および政府部門は10%台と低 く

なっている｡ このことから,シアトルのサービ

ス業が,製造業よりもむしろサービス企業の間

で密接な取引関係を有していることが読みとれ

35) EconomicDevelopmentCouncilofSeattle& Klng

CountyCentralPugetSoundEconomicDevelopment

District,FoundationsfortheFuture:AnEconomic

StrategyfortheCentralPugetSoundRegion,Vol.2,

1995,AppendlXA,pp.57-58本稿で分析した1980年代
中頃の時点では,シアトルの生産者サービスの移出先は
主に太平洋岸北西地域にとどまっているが,1980年代後
半から1990年代にかけて環太平洋地域やカナダ-の移出
傾向がいっそう強まっている｡同時に,製造業にととま
らずサービス業分野でもシアトルへの外国企業の進出が
急増しており,都市経済のグローバル化が進展している(
36) ここでのサービス企業は,調査資料によると主にサー
ビス業を中心とするものの,運輸サービス,卸･小売業
などもふくむ広義のサービスセクターである｡

第9表 サービス企業の域内取引先
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返答数 比率(%

)第一次産業企業 43

2.5製造業企業 21

5 12.3他のサービス企業

638 36.4家計部門 295 16.8

政府部門 304 17.3上記の複数部門にわたる 258 1

4.7返答総計 1,753 100.0出所:CentralPugetSo
undEconomicDevelopmentDistrict,op.cit.,1986,p.7

8.第10

表 業種別にみた平均域内取引数業

種 域内取引数設計.エンジニアリング 3.75

法律 .会計 3.35

専門型対事業所サービス 2.91その他サービ

ス業 2.24注:本表のデータは定型サービスを除外した専門サ
ービスに関わる取引のみを示している｡

出所:第9表に同じ｡る｡ さらに ｢生産

者サービス｣の代表的業種とそれ以外のサービ

ス業が,それぞれどれくらい地域内の専門的サー

ビス企業と取引しているかを示す,第10表を

検討しよう｡同表によると,設計 ･エンジニア

リングがもっとも地域内取引を必要とする傾向

を見せており,以下,法律 ･会計,専門型対事

業所サービス業の順になっている｡ またその他

サービス業は上記の業種よりも地域内取引数は

かなり少なくなっている｡ このように,生産者

サービス企業は,その他サービス業よりもいっ

そう地域内の専門的サービスを購入する傾向を

見せている｡以上のデータからは,シアトルに

おいても,サッセンが指摘するように ｢生産者サービ

ス｣のコンプレックスが形成されていることが

推測されるのである37)｡最後に,サービス業各業種の間接雇用創出効37) KnoxandTaylor,op.cu.,pp.67-70 (邦訳
(抄訳)藤田訳編,前掲書,59-68ページ)｡シ

アトルのCBDに専門的対事業所サービス業が集中するのは,このよう
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第11表 サービス業各業種の間接雇用創出効果

業 種 雇用乗数

専門型対事業所サービス 2.

32(コンピューター.プログラミング)

3.01その他対事業所サービス

1.67経営 .エンジニアリング 1.99

研究所 1.99

医療サービス 2.01

その他サービス 1.65注 1):雇

用乗数には直接雇用部分 1を含む｡2):コンピューター･プログラミングは専門型対

事業所サービスの一部｡出所 :Chase,R,P Bourque,R.
Conway,Washing-tonSlatInput-Output1987Stud

y,pp.3ト32Eco-nomicDevelopmentCouncilof

SeattleandKingCounty,FoundationfortheFuture1993,Appen

-dixA より作成｡果を検討していこ

う38)｡第11表は法律 ･会計の間接雇用が

わからないという制約はあるが,第Ⅲ節 1項で

検討した各業種について,間接雇用創出の大ま

かな傾向を読みとることができる｡表によると,

｢生産者サービス｣に該当する各業種の雇用

乗数は,専門型村事業所サービスの2.32を ト

ップに,エンジニアリング ･経営および研究開発

の 1.99が続 く｡なお,専門的対事業所サー

ビスを除く,その他対事業所サービスは1.67であ

る｡ 医療サービスの2.01を下回る業種もあ

るものの,表の上側の ｢生産者サービス｣に含
まれる各業種の雇用乗数は,その他サービスの

1.65よりはかな り高 く,専門的サービスを

生産 ･販売する ｢生産者サービス｣の一部業種

が,それ以外のサービス業よりも地域内に大き

な経済波及効果を及ぼしていることがうかがえる

｡ なお,｢生産者サービス｣の一部が比較的

多くの間接雇用を創出するのは,先に検討した

ように城内の多くのサービス企業と取引を行うこ

とや,｢生産者サービス｣の各業種が企業向け

に専門的サービスを販売するため,学歴の高い

専門的職種を多く雇用 しており,質38) ここで言う間接雇

用とは,第[節で考察したのと同様に,被雇用労働者の支

払い賃金による雇用も含む｡なお,第11表で使用してい

る資料は代表的業種についてしか雇用乗数を明らかにしていないため,記載してい

る業種 しか検討できなかった｡ 第24号 (2002.4)金水準が他

のサービス業よりも高いことによると考えられ

る｡ 以上のデータの検討からは,移出産業とな

っている ｢生産者サービス｣の中核的業種であ

るエンジニアリング ･経営サービスや専門的対

事業所サービスが,間接雇用の創出を通じて,シアトル経済の成長を牽引している

ことがうかがえるのである｡

お わ り に以上,197

0年代以降急拡大を見せてきたシアトルのサー

ビス業の成長の実態,そのボーイング社の地域

内サービス調達構造との関連,サービス業の移

出構造,移出先市場および域内経済波及効果を,と

りわけ1980年代を中心に検討してきた｡本稿の終わりに,分析から得

られた結論をまとめておこう｡戦後ボー

イング社の成長に牽引されて ｢航空宇宙産業都市

｣として成長を遂げたシアトルは,1970年代以

降,その産業構成を大きく変化させてきた｡シ

アトルでは,製造業の成長をはるかに上回るペ

ースでサービス業が成長するという｢サービス

経済化｣が見られたが,サービス業の急成長を

主導したのは,高度専門的なサービスを事業所

中心に生産 ･販売する ｢生産者サービス｣と,
医療サービス,教育サービスであった｡また,

ボーイング社は ｢生産者サービス｣の成長に

対 して限られた影響 しか与えていなかったこと

も確認された｡そこで,サービス業各業種の移

出構造を検討すると,企業関連サービス業内部

でも,経営 ･エンジニアリング業,専門的対事

業所サービス業については,地域外からの収入

を得て成長する移出産業としての性質を強く有

していた｡これに対して,非専門的対事業所

サービス業,法律サービス業,会計サービス業

については,域内需要に依存する傾向が強いこ

とが確認された｡さらに移出依存傾向の強い業

種は,主に太平洋岸北西地域を移出市場として

成長しており,域内に大きな経済的波及効果を

もたらしていることも読みとれた｡企業関連サ

ービス業以外では,シアトルのサービス業にお
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療サービス,教育サービスは,域内需要にその

収入源のほとんどを依存 しており,その成長に

ボーイング社が寄与していることもうかがえた｡

このような分析からは,シアトルのサービス

業が多様な移出構造を有 しつつも,｢生産者

サービス｣の中核的部分が域内需要に依存しな

い移出産業となっており,さらに域内の間接雇

用を支えていることが確認しうる｡ つまり,シ

ア トルの ｢生産者サービス｣の中枢部分は,

ボーイング社の域内経済波及効果に依存しない

移出産業となっており,1980年代中頃のシアト

ルが ｢航空宇宙企業都市｣から,サービス業の

一部が移出産業として経済成長を牽引する,よ

り多極的な経済構造に移行しつつあったと考え

られるのである｡ シアトルや他の航空宇宙産業

地帯の都市については,1980年代に航空宇宙産

業依存が深化したことを強調する見解が一般的

である39)｡しかし,本稿の分析からは,1980年

代のシアトルではむしろ経済構造が多極化しつ

つあ り,｢生産者サービス｣の中核 という,

1990年代にシアトルの成長をもたらす基盤の一

つが形成されていた,と評価できるのではない

だろうか｡

なお本稿の分析から,1980年代にシアトルが

｢航空宇宙企業都市｣から新しい発展段階に成

長を遂げていた,とすぐに結論づけることはで

きないであろう｡1980年代にはボーイング社の

生産や雇用も拡大 し,第 5表にあるように,

1980年代後半時点で,直接雇用と間接雇用あわ

せてほぼ40万人という膨大な数にのぼっていた

39) Markusen,A.,P.Hall,S Campbell,SDeltrick,The

RISeOftheGunbelt,OxfordUnlV.Press,1991,pp.8-25.

&p.148.このほかにも一般に1980年代のレーガン軍拡
により航空宇宙産業地帯の国防依存度が強まったことを

指摘する見解が多い｡
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からである40)｡シア トルが ｢航空宇宙企業都

市｣から新たな発展段階に達するのは,航空宇

宙産業のリス トラクチャリングと情報関連ハイ

テク産業の成長という ｢産業構造転換｣の見ら

れる1990年代であり,1980年代のシアトルは,

あくまで,｢航空宇宙企業都市｣としての性格

を保持しつつ,より多極的な経済構造が出現し

つつあった時期,と特徴づけるのが妥当である

と考えられる｡ このため,本稿の副題では ｢航

空宇宙企業都市｣の ｢変容｣と表現している｡

最後に,本稿で十分取り扱えなかった論点に

ついて言及しておこう｡ 本稿では,ソフトウエ

ア産業を対事業所サービスの一部としてあつ

かったが,上述のように,同産業は1990年代に

急成長をとげ,シアトルの新たな基幹産業にな

りつつあると考えられる41)｡したがって,シア

トルの情報関連ハイテク産業の成長メカニズム

と,その都市経済構造にあたえるインパクトに

注目することなしには,1990年代のシアトル経

済論は展開できないであろう｡ この点について

は別稿にて検討したい｡また本稿で取り扱った

サービス業の成長は,シアトルの都心業務地区

における高層ビルの建設ラッシュや,郊外にお

けるオフィスパークのスプロール的拡張をもた

らした42)｡このような開発ラッシュに対して,

1980年代のシアトルでは,住民サイドから都市

開発をコントロールする ｢成長の管理政策｣が

盛り上がりを見せた43)｡以上のようなシアトル

における先進的な都市住民運動の展開について

も,別に検討する機会を設けたいと考えている｡

40) より詳細なデータについては前掲,拙稿参照｡

41) Markusen,Lee,andDlglOVanna(eds),op.czt.,pp.
276-280.

42) 山中進 ｢Seattle大都市圏におけるオフィスおよびイ

ンダストリアル ･パークの立地動向｣(G.H.カキウチ先

生退官記念会編 『アメリカ･カナダの自然と社会』大明

堂,1990年)469-483ページ｡

43) 矢作弘 ･大野輝之 『日本の都市は救えるか- アメリ

カの ｢成長管理｣政策に学ぶ』開文社出版,1990年,

198-218ページおよび大野輝之 『現代アメリカ都市計画

- 土地利用規制の静かな革命』学芸出版社,94-97

ベーン,1261130ベーン｡




